
（１）仕事と育児の両立を支援するために以下の取組を行い、計画期間中における育児休業

取得率について、男性は数値目標７％以上に対して６６％、女性は数値目標８０％以

上対して１００％を達成した。

・育児休業の取得や育児休業明けの働き方の希望について、アンケートによる労働

者の意識調査を実施した。また、仕事と生活の調和のため、より働きやすい働き

方について労使間で話し合う「両立推進委員会」を開催し、育児関連制度の充実

などについて検討した。

・全労働者に対し、育児休業制度や育児休業給付金、育児休業中の社会保険料の免

除などの経済的支援制度について、社内ＳＮＳによる情報提供を行った。

・結婚や妊娠を予定する労働者が産前・産後休業制度や育児休業制度について相談

することができる社内相談窓口を設置した。

（２）育児のための短時間勤務制度について、育児・介護休業法では対象となる子の年齢を

「３歳未満」と定めているところを「小学校３年生」までに拡充した（令和５年７月

１日導入）。

（３）年次有給休暇の取得を促進するため、５日間連続の取得による長期休暇を推奨し、取

得希望日を労働者から募ることで、令和４年度の労働者１人当たりの年次有給休暇取

得日数について、数値目標８日以上を上回る１３．６日を達成した。

当社の子育て支援の主な取組

事業内容：卸売業、小売業 所 在 地：福島県会津若松市
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